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資料 1,1

平成 23年度

(がん対策関係予算を抜粋 )

【計数 |千 つぃ●は、整理上、変動があり得る。】

-1-

要事項予算概算要求の主



平成23年度厚生労働省予算 (一般会計)概算要求の姿

(22年度当初予算額 )

27Jじ 5,561市議F弓
(23年度要求口要望額)   (対 22年度増額)
28兆 7′954億円   (+1兆 2′393億円 )

Ｉ
Ｎ
ｌ

(単位 :億円)

区  分
平成22年度予算額
(A)

平成23年度要求 (要望)
額

(B)

増▲減額
(B)― (A)

年金田医療等
に係る経費等

262:652 275,012 12,359

翫
費
組
経

12,909 11,655 Al,254

元気な日本
復活特別枠

1,287 1,287



マニフェス ト施策財源見合検討事項

O 子ども手当1.3万円の上積み分
O 雇用保険国庫負担本則戻し
0 求職者支援制度

「元気な日本復活特別枠」

要望基礎枠 1:287億円

※優先順位を付け要望

○

○

○

総予算組替え対象経費

22年度 1.3兆円

公共事業関係費
人件費、義務的経費

裁量的経費

※2 政府全体
「元気な日本復活特別枠」⇒ リヒ円を相当程度超える額
O 要望基礎枠 (政府全体)23兆 円
0 政策コンテス トを実施し、総理が配分を決定

中
‥
ω
‥

※ 人件費の平年度
化等は加減算する

(+31億円 )

※1 年金国庫負担は1/2で要求。
ただし、財源は予算編成過程で検討。

+1兆2,400億円

年金・医療等に係る経費等

22年度 26.3兆円 909る

23年度要求枠

1兆 1,655億円

※他所管との額の

調整2億円を含む。



‥

一

ｌ

「少子高齢社会を克服する日本モデル」の構築に向けた第一歩

医療、介護、福祉、雇用、年金等の各制度が相まって国民一人一人が安心して暮らせる

社会を目指し、平成23年度予算概算要求を『少子富齢社会を克目する日本モデル』の構築

に向けた第―歩と位置付ける。

すなわち、これまでの『消費型・保護型社会保障Jを転換し、広く国民全体の可能性を

引き出す参加型社会保障 (ボジテイブ・ ウエルフェア)の構築を目指し、下記の4つの目

的が達成できるよう、必要な施策を推進する。

・『いきいきと口く (労働に参加する)』
0『地域で暮らし鯖ける (地域に参加する)』

・『格差・貧日を少なくする (機会の平等を実現し。社会に参加する)』

・『質の自いサ…ビスを利用する (健康な暮らしに参加する)』



概算要求の新たな施策の体系 (『少子高齢社会を克鷹する日本モデル』)

(※各事業等について、最も関連性の

高い「目的」に区分。)参加型社会保障 (ポジテ ィブ・ ウェル フェア)の確立
格差が少なく、何歳になつても働きたい人が働くことができ、安心して
子どもが産め、地域で健康に長寿を迎えられる社会

―
輌
―



働き盛り世代に対するがん予防対策を強化するなど、がん対策を総合的かつ計画的に推

進するともに、肝炎治療及び肝炎ウイルス検査を促進するなど肝炎対策を推進する。

また、難病などの各種疾病対策、移植対策及び生活習慣病対策を推進するとともに、新型

インフルエンザのワクチン接種体制の整備を含めた新型インフルエンザ等感染症対策や健康

危機管理対策の強化、医薬品・医療機器の安全対策の推進等を図る。

さらに、国民の健康被害防止を踏まえ、輸入食品の安全対策、残留農薬、食品汚染物質、

容器包装等の安全性の確保など食品安全対策を推進する。

1 がん対策の総合的かつ計画的な推進  541億円(316億円)

(1)働き盛り世代に対するがん予防対策の強化 304億円(106億円)
女性特有のがん検診推進事業を引き続き実施するとともに、市町村が実施する子官

頸がん予防ワクチン事業、大腸がん検診における検査キットの直接配布に対する支援

を新たに行 うことにより、働き盛 りの世代を中心に影響が大きい子宮頸がんや大腸が

ん等に対する予防対策を強化推進 し、がんによる死亡リスクの大幅な軽減を図る。

(2)がん診療連携拠点病院の機能強化 34億円(34億円)
がん医療の拠点となるがん診療連携拠点病院において、病理診断の専門医師が不足

している現状を踏まえ、専門病理医を育成するとともに病理診断業務の軽減を図るた

めの病理診断補助員の確保等を図る。

(3)がん総合相談体制の整備 9.4億円(9.4億円)
都道府県に新たに地域統括相談支援センターを設置し、患者 。家族らのがんに関す

る相談について、心理、医療や生活・介護など様々な分野に関する相談をワンストッ

プで提供する体制を支援する。

(4)がんに関する研究の推進 85億円(61億円)
日本発のがんワクチン療法による革新的ながん治療開発を戦略的に行うなど、がん

対策推進基本計画に掲げる目標の達成に資する研究等を着実に推進するとともに、が

ん予防、診断、治療等に係る技術の向上等の研究成果を普及、活用する。
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「特別枠」の施策体系(「少子高齢社会を克服する日本モデル」)

参加型社会保障 (ポジティブ・ウェルフェア)は、経済成長の足を引つ張るものでは

なく、経済成長の基盤を作る未来べの投資である。「元気な日本復活特別枠」において

は、参加型社会保障に基礎を置いた施策を進め、雇用の創出、就業率の向上、経済成長

といつた流れの好循環をもたらし、元気な日本を復活させる。

社会保障については、今後高齢者を中心に医療や介護分野において需要の確実な増大

が見込まれ、雇用の創出が期待されるとともに、国民相互が暮らしを支え合うセーフテ

ィネットとして、国民の「安心感」を醸成し、消費活動の下支えを通じて、不況期のス

タビライザー機能も果たしている。このためt社会保障制度は、個人消費を支え、需要

や雇用機会の創出と相まって、経済社会の発展を支える重要なものである:

このため、「特別枠」においても、参加型社会保障の構築を目指し、下記の4つの目

的が達成できるよう、必要な施策を推進していく。

・『いきいきと働く (労働に参加する)』

1『地域で暮らし続ける (地域に参加する)』

・『格差・貧目を少なくする (機会の平等を実現し。社会に参加する)』

・『質の高いサービスを利用する (健康な暮らしに参加する)』

ぐ勁筵》質の高ιけ一ど次を利用チる

1健康な暮らι/_鯵ル 格 ノ

～より二一ズに即した効果的で質の高い社会保障のサービスを提供する体制の整備～

平成 21年 12月 に子官頸がんの原因であるヒトパピローマウイルス (HPV)感染を予

防するワクチンが承認・販売されたことから、ワクチン接種の対象年齢、教育のあり方

などの情報を収集、分析し、10歳代にはワクチンを接種、2o歳からはがん検診を受け

るという一貫性のある 1子官頸がわ予防対策」を効果的、効率的|ご推進する方策を検討

するため、市町村が実施する事業等に要する費用の一部を新たにB/t成する (補助先 :市

町村、補助率 :定額 (1/3相 当))。
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への大腸がん

40歳から60歳までの 5歳刻みの方に対して、市町村が大腸がん検査キットを直接送 ´

付することにより、がん検診の重要性等を理解していただくとともに、自宅に居ながら

大腸がん検査を実施できる体制を構築するため、市町村が実施する大腸がん検診推進事

業に要する費用の一部を新たに助成する。 (補助先 :市町村、補助率 :1/2)

○健康長寿社会実現のためのライフロイノベーションプロジェクト   233億 円

新たな医療技術の研究開発 。実用化促進、 ドラッグ・ラグ、デバイス・ラグの解消や
国民の安心・安全を確保するため、関係省庁と連携し、ライフ・イノベーション (注 )

による健康長寿社会を実現する事業を一体的 。戦略的に実施する:

※ 関係省庁 :文部科学省、経済産業省
(注)研究開発推進、サービスの基盤強化など、医療・介護・健康分野において革新・

課題解決を目指す取組

(※うち26億円は日本発のがんワクチン療法にょる革新的がん治療開発撃略事業を重複計上)

革新的な医療の実現に資するため、難病やがん、肝炎、精神疾患など、社会的影響が

大きい疾病の原因解明や診断法・治療法・予防法の開発、再生医療技術の臨床実現化の

ための研究等を推進する。

② 日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業     30億 円
がん患者が仕事とがん治療を両立できるような日常生活の質の向上のため、日本発の

がんワクチン療法の実用化に向けた大規模臨床開発研究を強力に推進する。

③ 世界に先駆けた革新的新薬・医療機器創出のための臨床試験拠点の整備  51億 円
日本発の革新的な医薬品。医療機器を創出するため、世界に先駆けてヒトに初めて新

規薬物・機器を投与・使用する臨床試験等の実施拠,点 となる医療機関の人材確保、診断

機器等の整備、運営に必要な経費について財政支援を行う (5か所整備予定)。
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④先端医療技術等の開発・研究推進事業 (国立高度専門医療研究センター) 70億 円
(※うち4億円は、日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業を重複計上)

独立行政法人国立高度専門医療研究センターの豊富な症例数、専門性などの特性を活

かし、日本発の革新的な医薬品、医療技術の開発に資するためt研究の基礎となるバイ
オリソース (注)を蓄積 し、医薬品、医療機器等の開発を行 うとともに、研究成果の迅
速な実用化を図るための知的財産管理の体制整備を行 う。

(注)バイオリソースとは、研究開発のための材料として用い られる血液、組織、細胞、

DNAと いった生体試料、さらにはそれらから生み出された情報等のこと。

⑤日本発シーズの実用化に向けた医薬品・医療機器薬事戦略相談推進事業 4.6億 円
日本発シーズ (医薬品。医療機器の候補となる物質等)の実用化のため、産学官一体
となつた取組を進め、大学・ベンチャー等における医楽品

。医療機器候補選定の最終段

階から治験に至るまでに必要な試験。治験計画策定等に関する薬事戦略相談を実施する。

⑥医度情圭旦データベース基盤整備事業 11億円
医薬品等の安全対策を推進するため、全国の大学病院等 5か所において、電子カルテ

等のデータを活用した医療情報データベースを構築し、1,000万人規模のデータ収集を

行う。

⑦福祉用具・介護ロボット実用化支援事業                1.7億 円

福祉用具や介護ロボット等の実用化を支援するため、試作段階にある当該機器等に対

する臨床的評価及び介護保険施設等におけるモニター調査の機会を提供する。
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１

２

※

※

がん対策の推進について
平成23年度概算要求・要望額 541億円(22年度当初予算額 316億円)

「元気な日本復活特別枠」で要望
当該事業については、独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金において実施
うち、4億円は日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業と重複計上

基本的な考え方

O平 成19年 4月 に施行された「がん対策基本法」及び同年6月 に策定された「がん対策推進基本計画」の個別目標の進
捗状況を、質・量の両面から把握・評価しつつ、総合的かつ計画的に対策を推進する。

1放射線療法及び化学療法の推進並びにこれらを専門的に行う医師等の育成 36億円(43億円)

(1)

(2)

(3)

がん専門医等がん医療専門スタッフの育成
・がん医療に携わる医療従事者の計画的育成
がん診療連携拠点病院の機能強化
国際共同治験及び新薬の早期承認等の推進
・未承認・適応外医薬品解消検討事業費

1 1億円 (
08億円 (
343億円 (
08億円 (
06億 円 (

76億 円 )
20億 円 )
34 3億円 )
09億 円 )
06億 円 )

2.治療の初期段階からの緩和ケアの実施 4億円(6億円)

(1)緩和ケアの質の向上及び医療用麻薬の適正使用の推進
、 |インターネットを活用した専門医の育成
・がん医療に携わる医師に対する緩和ケア研修
・都道府県がん対策推進事業(緩和ケア研修部分)
i医療用麻案適正使用の推進

(2)在宅緩和ケア対策の推進
・訪間看護ステニション・医療機関に勤務する看護師の相互研修

5.2億円)

02億 円 (

―億円 (―億円)

・院内がん登録の推進
・がん登録の実施に関する調査・精度管理、指導の実施
・地域がん登録の促進

4 がん予防・早期発見の推進とがん医療水準均てん化の促進

級①が編賽庸舗婚轟ヒ事業6
新規②が(1『jl驚♂:副ちこLllt凱鰹●6
新規  I無指寝傷貫g筆套務菫妻二重          ,
(2)がん医療に関する相談支援及び情報提供体制の整備
新規  ・がん総合相談に携わる者に対する研修プログラム策定事業
(3)がん医療水準均てん化の促進
改  ・都道府県がん対策推進事業(緩和ケア研修を除く)

314億円(118億円)

303.6億 円(1061億円)
168_2億円( 221億円)
1496億円(  ―億円)
1354億円( 840億円)
550億円〈  ―億円)
72.9億円( 757億 円)
06億 円(   一億円 )
1 5億円(  一億円)
05億 円(  ―億円)
91億 円( 11_4億円)
82億円( 68億 円)

85億円(61億円)

0が んによる死亡者の減少、すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の維持向上を実現す
るためのがん対策に資する研究を着実に推進する。

。第3次対がん総合戦略研究経費
新規  。日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業③

48 01,円 (  58.1億円)
30.0億円(   ―億円)

102億円 (38億円)6独立行政法人国立がん研究センター

0が ん医療に関する研究・開発、医療の提供、医療従事者の研修等を行うことにより、がんに関する高度かつ専門的な
医療の向上を図る。

=独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金      .____-1920億 里

`メ

ゃ 0●円)
(うち、元気な日本復活特別枠 278億円①

' ~※

芝
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平成 23年度がん対策予算概算要求について

平成22年度予算額    平成23年度概算要求・要望額
31, 604百万円 →  54, 095百 万円

【26, 744百万円】
【 】書きは、「元気な日本復活特別枠」の要望額

平成 19年 6月 に閣議決定されたがん対策推進基本計画を踏まえ、放射線療法・化学療法の
推進、専門医等の育成、がん予防・早期発見の推進など、がん対策を総合的かつ計画的に推進
し、がん対策の一層の充実を図る。 ′

放射線療法及び化学療法の推進並びにこれらを専門的に行う医師等の養成

C)・ダ鳥肇勿爵源讐畠層評繁紫電t電素る現状を畠11「 1ゞ万医異源仇lLふ :累同ざ曇
連携拠点病院において、専門病理医を育成するとともに病理診断業務の軽減を図るた

めの病理診断補助員の確保等を図るために要する費用を新たに助成する。

(補 助 先):都道府県、独立行政法人等
(補 助 率):1/2、 10/10
※予算単価 :都道府県がん診療連携拠点病院 @20,000千 円 → @26,000千円

地域がん診療連携拠点病院   @14,000千円 → @14,000千円

がん予防・早期発見の推進とがん医療水準均てん化の促進

C):子 宮頸がん予防対策強化事業 (特別枠で要望) 14, 960百 万円
【14, 960百万円】

平成 21年 12月 に子宮頸がんの原因であるヒトパピローマウイルス (HPV)感
染を予防するワクチンが承認・販売されたことから、ワクチン接種の対象年齢、教育
のあり方などの情報を収集、分析し、 10歳代にはワクチンを接種ヾ20歳からはが
ん検診を受けるという一貫性のある「子宮頸がん予防対策」を効果的、効率的に推進
する方策を検討するため、市町村が実施する事業等に要する費用の一部を新たに助成
する。
(補 助 先)
(補 助 率)

C)・働く世代への大

40歳から6
接自宅に送付す
宅に居なが ら大

がん検診推進事

(補 助 先 )

(補 助 率 )

(対象年齢 )

市町村
定額 (1/3相当)

腸がん検診推進事業 (特別枠で要望 ) 5, 505百 万円
【5, 505百万円】

0歳までの5歳刻みの方に対して、市町村が大腸がん検査キットを直
ることにより、がん検診の重要性等を理解していただくとともにt自
腸がん検査を実施できる体制を構築するため、市町村が実施する大腸

業に要する費用の一部を新たに助成する。

市町村
1/2
大腸がん  40歳、45歳、50歳、55歳、60歳
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女性特有のがん検診推進事業       7, 574百 万円 → フ, 294百万円
従来、地方交付税措置されているがん検診事業に加え、受診勧奨事業方策の一つと
して、一定の年齢に達した女性に対し、女性特有のがんである子宮頸がん及び平Lがん
検診の無料クーポン券と検診手等を配布し、検診受診率の向上を図るため、市区町村
が実施する事業に要する費用の一部を助成する。
(補 助 先):市町村
(補 助 率):1/2
(対象年齢 ) 子宮頸がん 20歳、

乳がん     40歳、
の自然減

25歳、30歳、35歳、40歳
45歳、50歳、55歳、60歳

※対象者数

O・ 都道府県がん対策推進事業         +   940百 万円 → 940百 万円
たに地域統括相談支援センターを設置 し、患者・家族 らのがんに関する
心理、医療や生活・介護など様々な分野に関する相談をワンス トップで
支援するための事業を新たに補助メニューとして追加する。

都道府県に新

都道府県
1/2
ピアサポーターなど様々な分野に関する相談に対応するための相談員
の確保及びその研修、相談内容の分析、がん患者サロンの整備等

.がん検診受診率分析委託事業                    65百 万円
がん対策推進基本計画に掲げられた、がん検診受診率を平成23年度末までに50%
以上とする数値目標の達成状況を把握するとともに、受診率向上など、今後の課題等を

③・

相談について、

提供する体制を

(補 助 先 ).(補
助 率 )

(対象事業 )

把握・検討するための事業を実施するg
.(委
託 先):民間

がん総合相談に携わる者に対する研修プログラム策定事業費① ・ 49百 万円
がん患者又はその家族の方が行うピアサポ‐ターなど、がんに関する相談員となる方
に対し、がんに関する様々な分野に対する相談事業に必要なスキルを身につけるための
研修プログラムの策定を行う。
(委 託 先):財団法人日本対がん協会

がんに関する研究の推進

Q)・ 日本発のがんワクチン療法による革新的
がん治療開発戦略事業 (特別枠で要望 )

3, 000百万円
【3, 000百万円】

がん患者が仕事とがん治療を両立できるような日常生活の質の向上のため、日本発の
がんワクチン療法の実用化に向けた大規模臨床開発研究を強力に推進する。

独立行政法人国立がん研究センター

独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金 (一部特別枠で要望)
8, 803百万円 |→ 10, 200百万円

【2, 780百万円】
がんその他の悪性新生物に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれ
らの業務に密接に関連するEII療の提供、技術者の研修等を実施する。
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平成23年度 元気な日本復活特別枠
要望の主要事項 (抜粋)

0子宮頸がん予防対策強化事業     150億 円

平成21年 12月に子宮頸がんの原因であるヒトパピロニマウイ

上    ルス(HPV)感染を予防するワクチンが承認口販売されたことか
†    ら、ワクチン接種の対象年齢、教育のあり方などの情報を収集、

分析し、10歳代にはワクチンを接種、20歳からはがん検診を
受けるという一貫性のある「子宮頸がん予防対策」を効果的、
効率的に推進する方策を検討するため、市町村が実施する

1  事業等に要する費用の一部を新たに助成する。
(補助先 :市町村、補助率 :定額(1/3相当))



―
“
い
―

子宮頸がん予防対策について
○子宮頸がん予防ワクチン接種を実施するにあたっては、事業の継続性、公平性、健康被害対
策等を考慮する必要がある
:マ将米曰旬に予防接種法に位置づけることも視野に入れ、予防接種部会で検討中 .  _ .

施する|こあたうては、子営頭がんの原因や予防○子宮頸がん予防対策としてワクチン接種を実
に関する普及啓発と、がん検診受診勧奨とのセットで行うことが重要

2009年～



子宮頸がん予防ワクチンに係る要望概要 (積算)

‥
“
０
１

子宮頸がん予防ワクチンについて、がん検診とセットで効果的、効率的に
施されるよう、ワクチン接種の対象年齢、教育のあり方などの情報を収集、
分析するため、市町村が実施する事業等に要する費用の一部を支援

目的

(事業内容)

中学1年生～高校 1年生
予
算
上
の

モ
デ
ル

（
実
質
的
に
は

市
町
村
の
実
施

対
象
者
等

次
第
）

2,348千人
45%
15,782円 ((12,000円十手技料3,030円 )× 1.05)

=2.6回

予防接種事故賠償補償保険料を補助 (0.8億円(150億円の‐音D)
1/3

予防接種部会において、予防接種法に位置付けるかどうかについての議論を

行つているところ



ｌ

“
】
‥

働く世代への大腸がん検診推進事業

○大腸がんは、罹患数 (男性:57,078人、女性:40,977
人)、 死亡者数(男性 :23,592人、女性:19,762人 )と我
が国に多いがんであり、特に働き盛りの40歳代後半
から罹患者数、死亡者数ともに増加している。
O大腸がんの治癒率はフ割、早期であれば100%近く
完治するが、無症状の早期に発見することが必要不
可欠であり、がん検診が重要。
Oしかしながら、「面倒」、「時間がない」、「受診場所ま
で遠い」といつた理由などにより、受診されない状況。

市区町村が大腸がん検査キットを一定の年齢の者に直接送付することにより、がん検診の重要性を理解してい
ただくとともに、自宅に居ながらがん検診を受診可能とする体制を構築し、ニーズに即した効果で質の高い社会保
障サービスが利用できるために必要な経費

事業内容 (イメージ)

⑥補助申請.睛求

②検査キット回収

がん検診を受診する場合、市区町村又は市区町
村の契約する医療機関に赴く必要があるが、「面
倒」、「時間がない」、「遠い」といった理由により、
受診されない。

O検診対象者の調査、検査機関との調整
○大腸がん検査キットを個人宅へ配布・回収
0検査依頼・費用の支払
0検査結果の通知

0大腸がん検査キットによる検査
O市区町村に費用請求

○自宅において、大腸力やん検査を実施
0検診対象者
40歳、45歳、50歳、55歳 、60歳
男性 :約421万人
女性 :約419万人

○大腸がん検査キットを対象者に直接送付することに
より、自宅に居ながら検査が可能。
Oがん検診の受診率が向上し、早期発見・早期治療が
図られる。
O早期治療による治癒、早期の職場復帰が可能。
O多くの働き盛りの方に対する大腸がんによる死亡リ
スクの軽減が図られる。
O事業の対象である節目年齢の方については、大腸
がん検診受診率50%の達成が期待できる。





がん領域の病理診断における均てん化と病理医の育成・研修促進対策 (案 )

がん治療には的確な病理診断が必須であり、基本的には病理診断を基に、あらゆる治療 (手術、化学療法、放射線療法等)が行われている。また、現
在実施されている様々な先進的がん研究の大きな基盤の一つが病理学であり、今後も重要な役割を担うものである。しかしその一方で、明らかな病理
医不足が指摘されており、日本のがん医療が抱える大きな問題として、今後、対策を講じる必要がある。

学生 (一般) 研修医

◇病理職を知らない◇試験問題が

◇授業がつまらない 少ない
◇関心の低下
◇初期研修に病理教育がない

0がん診療に関わる若手医師を対象として、日常診
療に必要な標準的病理診断の知識や技術を身につけ

るために、臨床実地研修等の実施

◇病理医数が少ない  ◇地域偏在  ◇待遇が悪い   ◇行き場がない
◇厳しい職場環境   ◇専門性の高い病理医が少ない  ◇まだまだ現役
◇∵人勤務医による精度管理上の問題
◇病理専属の業務補助にあたる技師がいない

○病理医の院内外における連携体制の整備
…キヤンサーボードヘの参加や定期的な合同病理診断カンファ
レンスの実施
"地域医療機関 (病院、診療所等)で実施した病理診断に対して、
病理専門外来等を設置し、コンサルテーションを実施

―
“
Ｏ
ｉ

Π
＝

↓
病理医の啓発・教育

○病理職やその重要性に関する一般への啓発
・・ドラマ(例 )法医学等への露出

ル

○魅力ある講義。実習の実施

○病理学に関する国試出題数の増加

病理医の人員確保・専門研修口診断体制の整備

○各2次医療圏における病理医や病理診断補助員等の現状調査
―病理専門医数及び一般病理医数、病理診断補助員数等

○病理専門医の包括的支援体制の整備
・・各2次医療圏における病理専門医の複数名配置による質の高
い病理診断体制の拡充
○より質の高い病理診断のサポート体制の整備
"病理診断補助員 (臨床検査技師等)の増員や専従化等

○退職病理医等の雇用環境の整備

○専門性の高い病理医の育成・研修

"一般病理医に対する専門性の高い (サブスペシャリティ)病理
医の育成 (eJearning等を用いた研修の実施等 )



○がん診療連携拠点病院数:377病院
<日本病理学会認定施設>
・都道府県がん診療連携拠点病院  49/51病 院
・地域がん診療連携拠点病院   220/326病院

○学会認定病理医数(常勤):793名 (平均2.1名 /1拠点病院)
・最大12名
・最小 0名 (非常勤で代用)

○病理医1名 当たりの新規患者数Ｉ
Ｎ
Ｏ
ｒ 平均

最大

最小

1,フ 24名 /年

5,729名 /年
359名 /年

1日 平均 6.6名
1日 平均22.10名

1日 平均 1.4名
※ 新規がん患者については、術前診断(手術がある場合は術中・術後)で病理
診断が必要。

新規患者以外にも、検診者や再発患者のために病理診断を行うことがある。

01回当たりの病理診断手順



平成22年度がん対策関係予算の執行状況について

１

２

３

４

５

６

７

Ｉ
Ｎ
“
‥

がん診療施設情報ネットワーク事業

がん診療連携拠点病院機能強化事業

都道府県がん対策重点推進事業

マンモグラフィ検診従事者研修事業

がん専門医臨床研修モデル事業

がん医療の地域連携強化事業

女性特有のがん検診推進事業

75,034

3′431′000

940′000

45,000

404,085

278′ 123

7′ 573′o16

32′ 995

3′ 769′ 128

335,321

18′850

379′705

88′822

10′ 633′478

32′ 995

3′487′ 616

335′321

18′850

379′705

88′822

8′066′415

42′039

∠ゝ 56′ 616

604′679

26′ 150

24′ 380

189′301

A492′799

(単位 :千円 )

(参考)平成21年度女性特有のがん検診推進事業の執行実績について
(単位 :千円)

21,611′ 143     23′ 256′ 776     20′ 824′087     14′ 379′199 3′762,286 1′ 183,414

※「精算予定額」欄及び「返還予定額」欄は、交付決定額20′824,087千円のうち、現時点で実績報告書が提出されて
いる18′ 537′843千円の内容。
なおt現在、実績報告書審査中のため、精算予定額等の計数に変動があり得る。



未実施市区町村

Ｉ
Ｎ
Ｎ
！

北海道

青森県

福島県

群馬県

千葉県

東京都

長野県

静岡県

奈良県

鳥取県

広島県

山口県

徳島県

高知県

熊本県

鹿児島県

奥尻町、劇1路町

蓮田村、鶴田町、野辺地町、東通村

矢祭町、樺葉町

上野村、片品村

神崎町

利島村、八丈町、青ヶ島村、御蔵島村

茅野市、原村、小諸市

牧之原市、南伊豆町、小山町、吉田町、松崎町

天川村、野迫川村

日野町

呉市

和木町

三好市、佐那河内村

梼原町、東洋町、佐川町

与論町、垂水市

矢祭町

上野村、片品村

神崎町、旭市、芝山町

利尻村、八丈町、青ヶ島村

茅野市、原村、川上村、下諏訪町

牧之原市、南伊豆町、小山町、吉田町、御殿場市

天川村、野迫川村

日野町

和木町

梼原町

美里町

与論町、喜界町、和泊町、知名町

【平成22年度未実施の主な理由】
・以前より女性のがん検診の自己負担金を無料で実施しているため。
・補助率が1/2になつたことにより、通常の業務に追加される検診手帳やクーボン券の印刷経費や労力に見合う事業となっていないため。
・5年間継続ではなく、二部の年齢のみ無料となることに不公平感がある。
・隔年実施が定着してきたところであり、本事業の実施により受診者の混乱が,い配される。
・昨年度の実施状況から推測して、実施しなくても受診者数にあまり変化がないと見込まれ、事務費等の費用対効果から実施しない。
・検診受診や結果にも自己責任を持つ意味で、定額で一部自己負担をしてもらう方針で実施している。一定年齢のみ無料は不公平。
・平成22年度は保健師不在のため(マンパワー不足)実施を見送つた。



都道府県

子宮頚がん(20.25.30.35.40歳対象 ) 乳力tん (4045.50.55.60歳 対象 ) 交付決定
市町村等数

(実績報告済/総数)対象者数
クーポン券
配布枚数

利用者数 利用率 対象者数
クーボン券
配布枚数

利用者数 利用率

北 海  道 172.031 48,20〔 280, 207,322 206,16( 57,211 2761 /

青 森  塀 39,49( 39,51〔 23_嘲 52,680 52,65` 14,06g 267, 40   /    40

岩  手  岬 35,924 9,661 47,421 45,95( 16,411 3469 35   /    35

自 城  岬 74,22C 19,822 2619 81,421 78.26( 24,519 30 19 35   /    35

秋 田  岬 28,27〔 28,21C 6,777 2401 40,10( 10,430 26_01 25   /    25

山 形  県 31,821 31,821 7,294 22.9: 39,991 12,39( 309, 35   /    35

儡 島  県 58,734 58,151 2,90〔 22.01 70,32乏 69,33〔 18,27` 58   /    58

欠 城  県 93,73〔 93,51〔 19.91 103,531 102,83: 25,52( 2479 44   /    44

デ 木  県 63,32〔 63,32〔 11,893 1881 71,081 71,08〔 17,381 2459 30   /    30

洋 馬  帰 63,27〔 62,17( 2,21 19.31 69,55〔 69,55' 15,77( 2279 34    /    34

奇 玉 県 245,263 245,431 201, 251,06[ 61,09乏 2439 70   /    70

千 葉  県 209,188 202,68( 42,087 2019 213,59乏 51,68〔 2429 53   /    53

東 京 樹 497,223 482,60` 97,57[ 196, 440,66〔 428,35〔 100,231 2279 59   /    59

申 奈 川 県 180,117 179,89〔 34,132 189, 176,412 177.571 34,84( 1979 31   /    33

析 潟  帰 68,684 68,614 15,851 23.1, 82,241 82,14〔 21,92〔 26.7, 31    /    31

獣 山 県 33,069 32,92( 20.0, 38,792 38,151 9,31〔 24.09 /

百 川  県 36,764 36,78〔 7,779 212, 41,843 41,85( 10,07〔 2419 19   /    19

冨 井  県 24,804 24,681 4,377 17_創 28,801 6,45〔 2239 17 /

山 梨  県 26,44( 6,358 2409 30,294 30,28〔 8,81( 291 28   /    28

霜 野  県 61,533 61,12( 13,62` 2219 67,842 67,25乏 18.13( 267' 76   /    76

支 阜  県 67,657 67,10〔 15,521 2299 75,246 74,362 21,15( 281, 42   /    42

藤 岡 県 113,29C l13,381 24,94〔 220, 127,434 127,56〔 30,32〔 2389 32   /    32

愛 知  県 255,33( 255,94〔 61,86( 2429 252,235 252,01[ 59,71( 2379 60   /    60

重 県 59,34 55,51 13,891 2349 62,17( 18,27( 275, 29   /    29

滋 賀  県 47,142 46,86〔 12,161 2589 48.558 48,35〔 12,571 259, 26   /    26

煎 都 府 87,37C 87,267 13,66( 1569 92,129 91,791 17,433 1899 26   /    26

尺 阪 府 308,79C 309,922 68,18( 22.1 314.801 315,00〔 61,789 1969 43   /    43

民 庫  県 190,002 190,051 41,59` 219, 205,025 205,05〔 47,475 232, /

策 良 県 45,83( 9,68{ 211 52,447 12,568 2399 37   /    37

m歌 山 県 30,66C 30,60〔 7,651 2509 37,586 37,52〔 9,267 2479 30   /    30

需 取  帰 17,147 17,157 1809 20.628 20,61〔 4,93〔 239, 18    /   .18

む 根  県 19,337 19,40〔 3,86` 2009 24,275 24,281 6,15( 25.4' 21   /    21

岡 山  県 61,18( 60,811 ll,68( 1919 66.585 66.121 16,091 2429 27   /    27

衣 島 県 92,331 92,27( 21,95( 2389 99,773 99,57( 23,61〔 2379 23   /    23

山  口  県 41,73〔 41,721 8,36( 200, 51,375 51,35[ 11,377 22.19 19   /    19

志 島 県 23,731 23,74乏 6,35( 2689 29,073 29,00〔 6,971 24.19 24   /    24

番 川  県 30,54[ 30,561 6,731 2209 36.041 36,08〔 9,364 26.0, 17 /

愛 媛  環 42,93〔 42,67[ 9,811 22.騨 52,502 52,391 15,044 28.7' 20   /    20

島 知  県 21,581 21,38` 4,19` 19.49 27,163 26,94乏 6,51( 23.89 29   /    29

冨 岡 月 170,801 170,607 37,13( 21.7, 182,312 181,69〔 39,321 21.69 66   /    66

生 賀  県 25,54( 25,57〔 25.91 8,04〔 26.49 20   /    20

臓 崎  月 41,78〔 41,85〔 10,83( 25.99 52,998 52,85〔 13,705 25.99 23   /    23

熊 本  月 53,62( 13,04( 24.1 64,706 63,19〔 18,613 28.8, 46   /    46

た 分  環 35,611 35,55` 23.51 43,608 43,52[ 11,741 26.9, 18   /    18

雪 崎 媚 33,02〔 6,551 41,809 41,641 8,198 19.69 23   /    28

亀 児 島 月 49,124 48,79〔 9,001 1839 60,142 59,13[ 13.949 41   /    41

中 相ユ 月 47,487 47,211 17.81 46,421 9,193 19.89 /

合計 4,060,181 4,027,71( 879,54( 21.79 4,357,223 4,321,32〔 1,047,97“ 24.19 1761  /   1763

塁布(利用)率 才 99.2, 21.79 才 才 9921 24.19 才

―

平成21年度女性特有のがん検診推進事業の実施状況
(対象者に対する無料クーボン配布率・利用率)          平成22年 10月6日現在
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女性特有のがん検診推進事業の実施状況
【子宮頸がん検診】

全自治体数      1,785市 区町村
実施自治体数(※ 1)  1,755市 区町村      ※f市町村合併後、1自治体として報告した箇所があ

るため1,763市 区町村となつていない

未実施等(※2)     30市 区町村      ※2未実施及び未報告自治体

1.対象者数・配布枚数
対象者数     4,060,181人      (平 均  2,313人 /自治体 )
総配布枚数    4,027,713枚      (平 均  2,295枚 /自治体 )

1′500,000

1,000′ 000

500,000

0

■総対象者数 □総配布枚数

０

０

０

０

０

０

０

０

５

０

５

０

５

０

５

３

３

２

２

１

１

自治体数

1枚～  51枚～ 101枚～ 201枚～ 401枚～ 801枚～ 1001枚～ 2001枚 ～4001枚 ～ 8001枚γ

2.利用枚数
総利用枚数     879,540枚      (平 均   490枚 /自治体 )
300′000

200,000

100′000

0

自治体数

500

400

300

200

100 1
21     8

0

1枚～  51枚～ 101枚～ 201枚～ 401枚～ 801枚～ 1001枚～ 2001枚 ～4001枚 ～8001枚
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3.利用率
①対象者に対する利用率

②酉己布枚数に対する利用率

20 251 30歳 35歳 40歳
尺 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

0.0% 0.0ツ 0.00/・ 0.0% 0.0% 0.00/0

平 貿 8.6% 17.791 23.80/0 26.8% 29.4% 22.0%

利用率が50%を超え
た自治体数

7自治体 20自治体 27自治体 35目 治体 79自 治体 9自治体
0.4%

Ｅ
Ｕ 2.0% 4.5% 0.5%

年齢階級別一利用率別、自治体数割合

総計

40歳

35清晟

30歳

25備農

20歳

0%     10%    20%    30° /。    40%    50%    60%    70%    80%    90%    100%
目0%～ 口10%～ ■20%～ 口30%～ ■40%～ □50%～ ■60%～ □70%～ ■80%～ 口90%～ 口100%～

201 25 30 35 40歳 公

い

大 120.096 262.5% 470.0% 252.4% 400.0% 550.0%
最 ′J｀ 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
出 8.9% 18.0% 24.3% 27.391 30.3% 23.0%

利用率が50%を超え
た自治体数

13目 治体 26自治体 40 50自 治体 98日 勇台体 21自治体

0.7% 1.5% 2.3% ,8% 5.6% 1.2%

(最大値が100%を超えているのは、クーボン未配布者に対しても検診を実施した等の事例があるため)

年齢階級別―利用率別、自治体数割合

総計

40歳

35膚晟

30歳

25膚護

20歳

0%   10%   20%   30%   40%   50%   60%   70%   80%   90%   100%
■0%～ □10%～ ■20%～ □30%～ ■40%～ 口50%～ ■60%～ 回70%～ ■80%～ 口9o%～ 回loo%～
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女性特有のがん検診推進事業の実施状況
【乳がん検診】

=全自治体数      1,785市 区町村
実施自治体数(※ 1)   1,752市区町村       ※1市町村合併後、1自治体として報告した箇所があ

るため1,763市区町村となつていない

未実施等(※2)       33市 区町村       ※2未実施及び未報告自治体

1.対象者数・配布枚数
対象者数    : 4,357,223人       (平 均  2,487人/自治体 )
総配布枚数    4,321,328枚       (平 均  2,467枚 /自治体 )

1′ 500′000

1′ 000′000

500′000

0

45歳       50歳
□総対象者数 口総配布枚数

触
００
　
∞
　
００
　
００
　
０

治

４

３

２

１

1枚～  51枚～ 101枚 ～ 201枚～ 401枚～ 801枚～ 1001枚～ 2001枚～ 4001枚 ～ 8001枚

2.利用枚数
総利用枚数     1,047,974枚       (平 均   598枚 /自治体 )
300′000

200′000

100′ 000

0

1枚～  51枚～ 101枚～ 201枚～ 401枚～ 801枚～ 1001枚～ 2001枚～ 4001枚 ～ 8001枚 ～
数
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3.利用率
①対象者に対する利用率

②配布枚数に対する利用率

を超えているのは、クーボン未配布者に対しても検診を実施した等の事例があるため)

40話 45歳 50歳 55歳 60歳 総計
記フヽ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.00/・ 100.0%
芝/J｀ 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

平均 30.5% 27.8% 26.7% 28.0% 30.5引 28.8%

利用率が50%を超え
た自治体数

96自 治体 58自治体 39目治体 48自 治体 82日治体 30自治体

5.5% 3.3% 2_2% 2.7% 4.7引 1.7%

年齢階級別―利用率別、自治体数割合

総計

60歳

55歳

5o歳

45歳

40歳

0%    10%   20%   30%   40%   50%   60%   70%   80%   90%   100%
□0%～ □10%～ ■20%～ 口30%～ ■40%～ 口50%～ ■60%～ □70%～ ■80%～ 口90%～ 口100%～

40歳 45: 50歳 55 601
た 250.0% 170.0% 162.5% 400.0% 208.091 168.7%

0.0% 0.0% 0_0% 0.0% 0.091 0.0%

平 均 31.6% 28.6% 27_4% 29.4% 31.5% 29.9%
利用率が50%を超え
た自治体数

119日 治体 80自 治| 60自治体 74自 治体 110自 治体 57Eヨ 】台1本
υ
π
０
０
６ 4.6% 3.4% 4.2% 6.3% 3.3%

最大値が100%を超えているのは に

年齢階級別一利用率別、自治体数割合

総計

60膚曼

55滝轟

50歳

45歳

40歳

0%   10%   20%   30%   40%   50%   60%   70%   80%   90%   100%
■0%～ □10%～ ■20%～ 口30%～ ■40%～ 口50%～ ■60%～ □70%～ ■80%～ 口90%～ 回100%～
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女性特有のがん検診推進事業の実施状況
【子宮頸がん検診】

【全体】     市・区     802自治体
町村      983自治体

1.対象者     ・
市・区   3,689,028人           (平 均  4,634人 )
町・村    371,153人           (平 均   387人 )
1,000′ 000

800′ 000

600′ 000

400′ 000

200′ 000

0

０

０

０

０

０

０

５

０

５

1枚
～
 51枚～ 101枚～ 201枚～ 401枚～ 801枚～ 1001枚

～
2001枚～4001枚～ 8001枚～

■市区 □町村

-28-



2.配布枚数
市口区
町・村

3.利用枚数

市・区
町・村

3,661,962枚
365,751枚

794,818ホ気
84,722枚

(平均
(平均

(平均
(平均

4,600枚 /自治体 )
381枚 /自治体 )

443枚/自治体 )
47枚/自治体 )

1′000′000

890,000

600′000

400′000

200′ 000

0

■市区 口町村
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1枚～  51枚～ lol枚～ 201枚～ 401枚～ 801枚～
■市区 □町村

1001枚～ 2001枚～ 4001枚 ん 8001枚 ～

配布枚数
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②配布枚数に対する利用率

20歳 25i 30 351 40

最大
「区 55.4% 47.2% 71.9% 115.30/ 120.3% 65.2%
寸 120.0% 262.5% 470.0% 252.491 400.091 550.0%

最小
市区 0.0% υ

パ
＾
υ
２

3.3% υ
４
■
■
６ 5.7% 5.0%

田T本寸 0.OⅨ 0.0% 0.0% υ
ス
ハ
υ
０

0.0% 0:0%

平均
市 区 4.0% 8.1% 10.791 12.0% 12.791 9.8%
町 5.0% 10.0% 13.6% 15.3% 17.6% 13.2%

利用率が
5o%を超
えた自治
体数

市区
1目 治 f 0目 治体 2自治体 5自治体 8目 治体 2目 治体

0.1% 0.0% 0.3% 0.691 1.0% 0.3馴

町村
12目男 26自治体 38Eヨ ,台 1 45自治体 90日 19自 治林
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女性特有のがん検診推進事業の実施状況
【乳がん検診】

【全体】     市口区     802自 治体
町村     983自 治体

1.対象者
市日区   3,899,090人      .   (平 均  4,905人 )
町・村   458,133人           (平 均   479人 )
1′500′ 000

1′000′ 000

500′ 000

0

45歳       5
■市区 □町

698′970        678,048       723,101

1枚～ 51枚～ 101枚～ 201枚～ 401枚～ 801枚～ 1001株γ 2001枚ん4o01枚～8001枚～
■市区 口町村
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21配布枚数
市・区   3,871,464枚  

｀
        (平 均  4,870枚 /自治体 )

町・村   449,864枚          (平 均   470枚 /自治体 )

3.利用枚数

j詐唇 畿漑較    簿掲 Ч躯膨冒遣郷

51枚～ lol枚～ 201枚～ 401枚～ 801枚～ 1001枚～ 2001枚～ 4001枚 ん 8001枚～
口市区 □町村

1′500,000

1,000,000

500′000

0

45歳 5
■市区 □町

692′ 595        674′ 117        717′ 594

250,000

200′ 000

150,000

100′ 000

50,000

0

5
■市区 口町

1枚～  51枚～ 101枚～ 201枚～ 401枚～ 801枚～ lool枚～ 2001枚～4001枚 ～ 8001枚～
■市区 口町村
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②配布枚数に対する利用率
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20歳 251 30 35 401

最大
市 区 51.9ツ 122.7% 52.3% 144.4% 62.3% 54.2γ

町 250.0ツ 100.0% 100.091 400.0% 166.7% 155.6%

日取
市 区 1.4% 4.9% 1.0% 5.0% 4.2% 4.2γ

町村 0.0引 0.0% 0.0% 0.091 0.0% 0.0%

平均
市 区 27.60/ 26.7% 24.6% 27.0% 28.0% 26.9%

町 33.60/0 30.2% 29.3% 31.1% 34.3% 31.9%

利用率が
50%を超
えた自治
体数

市 区
2目 治 体 3自治体 1自 治体 2日 治体 9目治体 2自治体

0.3% 0.4% 0.1% 0.3% 1.1% 0.3%

＋
り
■
Ｔ
町 55自治体 38自 治| 30自治f 28目 治体 39Eヨ 】台1本 27目治体

5.791 410γ 3.1% 2.911 4.1% 2.8γ
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